申　込　書
（記入日：　　　年　　　月　　　日）
	企業名・団体名
	

	所在地
	〒　　　　－　　　　　　

〔TEL　　　　　　　　　　〕〔FAX　　　　　　　　　　〕

	担当者名
	※企業会員の場合は企業内人権啓発推進員様を御担当としてください。





※ 郵送またはＦＡＸにて事務局へ送付願います。
伏見区人権啓発推進協議会要綱
（目的）

第1条 伏見区内に存する企業（以下「企業」という。）及び各種団体（以下「団体」という。）並びに行政機関等（以下「行政」という。）がお互いに連携し，人権啓発活動を積極的に推進することにより，伏見区内における人権思想の普及高揚を図ることを目的として，伏見区人権啓発推進協議会（以下「協議会」という。）を設ける。

（構成）

第2条 協議会は，第１条の目的に賛同する次の者をもって構成する。

（1） 別表に掲げる企業及び団体並びに行政

（2） 協議会が必要と認める者

（活動方針）

第3条 協議会は，活動方針に基づき，啓発，講演会，研修会等を開催するとともに，協議会への参画を呼びかけるなど，第１条の目的を達成するための活動を行わなければならない。

２　協議会の会員は，活動方針に協力するものとする。

３　会長は，活動方針を定めるに当たっては，幹事会の意見を参考として，副会長と協議するものとする。

（会長及び副会長）

第4条 協議会に，会長及び副会長を置く。

（１）　会長　　　　1名

（２）　副会長　　　若干名

２　会長は，協議会を代表するとともに，会務を総理する。

３　会長は，協議会会員の推薦により選出する。

４　副会長は企業関係代表者，団体関係代表者，行政関係者から選出するものとし，会長が指名する。

５　会長が必要と認めるときは，副会長若干名を学識経験者から選出することができる。

６　副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務を代理する。

７　協議会の事務局は，伏見区役所地域力推進室に置く。

（幹事会）

第5条 幹事会は，会長の命を受け，第１条の目的を達成するために次の事項について協議を行い，会長に意見を具申する。

（1） 協議会の活動方針に関すること

（2） 憲法月間，人権月間，特別月間等における人権啓発の取組に関すること

（3） 伏見区民，企業従事者，団体構成員を対象とした人権啓発の取組に関すること

（4） その他会長の指示に基づく事項

（幹事会の組織）

第6条 幹事会に幹事長及び副幹事長並びに幹事若干名を置く。

２　幹事長は，伏見区副区長とする。

３　副幹事長は，企業関係代表者，団体関係代表者，行政関係者（深草担当副区長及び醍醐担当副区長）及び学識経験者とする。ただし，次条の部会を設けたときは，企業関係代表者，団体関係代表者を部会長と読み替える。

４　幹事は，協議会会員の中から会長が指名する。

（部会）

第7条 第１条の目的を達成するために会長が必要と認める時は，協議会に部会を設けることができる。

２　部会は，企業啓発部会及び地域啓発部会とし，それぞれ，企業及び団体の構成員を対象者とする人権啓発活動を行うこととする。

３　部会長は，企業啓発部会にあっては企業関係者から，地域啓発部会にあっては団体関係者から選出する。

（補足）

第8条 会長は，第４条第３項の規定にかかわらず，当分の間，伏見区長をもって充てることとする。

２　この要綱に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は別に定める。

付則　この要綱は平成４年１０月２７日から適用する。

　　　この要綱は平成６年７月４日から適用する。

　　　この要綱は平成８年８月１日から適用する。

　　　この要綱は平成９年５月１０日から適用する。

　　　この要綱は平成１６年４月１日から適用する。

　　　この要綱は平成２１年９月９日から適用する。

　　　この要綱は平成２４年４月１日から適用する。
伏見区人権啓発推進協議会


＜事務局＞　伏見区役所まちづくり推進担当


〒612-8511　京都市伏見区鷹匠町39-2


TEL 611-1144　，FAX 611-0634








